
平成 30 年１月 22 日 

内閣官房 

平成 29 年度補正予算（案）、平成 30 年度当初予算（案）における 

オリパラ関係予算について 

○ 各省庁がオリパラ基本方針（平成27年11月閣議決定）に基づいてオリパラ関係の施策

の実効性を担保し、その進行管理に資するよう、平成 29年度補正予算（案）、平成 30年

度当初予算（案）におけるオリパラ関係予算を取りまとめた。

具体的には、予算を所管する各省庁が下記①及び②に該当すると整理した予算を取り

まとめたもの。

①東京大会の大会運営又は同大会の開催機運の醸成や成功に直接資すること。 

②大会招致を前提に、新たに、又は、追加的に講じる施策であること（実質的な施策の変更・追加 

    を伴うものであり、単なる看板の掛け替えは認めない）。 

 （参考） 

平成 28年度当初予算 約 167億円 

平成 28年度補正予算 約 163億円 

平成 29年度当初予算  約 201億円 

平成 29年度補正予算（案）  約 316億円 

平成 30年度当初予算（案）  約 281億円 



（平成30年１月）

総務省

文部科学省

文部科学省

計 31,623百万円

競技会場におけるICT利活用
促進事業

199百万円

ナショナルトレーニングセン
ターの拡充整備

東京パラリンピック競技大会開
催準備

1,424百万円

30,000百万円

2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会関係予算（平成29年度補正予算）

トップアスリートが、同一の活動拠点で集中的・継続的にトレーニン
グ・強化活動を行うため、パラリンピック競技の使用を想定したナ
ショナルトレーニングセンター(ＮＴＣ)を整備し、オリンピック競技とパ
ラリンピック競技の共同利用化を図る。

東京2020大会開催経費のうち、平成29年5月の関係者（東京都、組
織委員会、国、会場所在自治体）間の合意を踏まえ、国の経費分担
として、パラリンピック競技大会開催準備に必要な経費の一部を負
担する。

概要

本事業は、東京オリンピック・パラリンピック競技大会の競技会場に
おいて、訪日外国人や障害者などが災害時等における避難誘導等
の情報を容易に入手できるようにするため、無線LANやデジタルサ
イネージ等のICTを利活用したモデルを構築するものである。
東京オリンピック・パラリンピックを成功裏に終えるためには、防災
情報はもとより、災害等の緊急時に全ての観戦者等に的確に情報
を提供するとともに、万一災害等が発生した場合に円滑な避難誘導
を行うことが重要。
このため、本事業によって、効果的なＩＣＴ利活用モデルを構築する
ことで、競技会場への展開を促し、誰もが安心、安全に観戦できる
環境の整備を目指すものである。

所管 事業名
29年度

補正予算
（案）

平成30年１月22日

内閣官房



（平成30年１月）

内閣

警察庁

警察庁

警察庁

警察庁

警察庁

警察庁

総務省

事業の概要

情報の収集・分析に要する経費 1,448百万円
2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会の安全を確保する
ため、必要な資機材等を整備し、テロ等に関する情報の収集・分析
能力を強化する。

各種部隊の資機材の整備等に要
する経費

2,208百万円
2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会の安全を確保する
ため、必要な装備資機材等を整備し、各種部隊の事案対処能力の
向上を図る。

東京オリンピック競技大会・東京パラリンピック競技大会推進本部
の運営及び大会成功に向けた取組の推進・総合調整を行う。また、
日本全国で大会の成功に向けた機運を高めるため、ホストタウンの
推進や「beyond 2020 プログラム」の全国展開、基本方針の推進に
関する調査等の取組を行う。

大会の開催に伴う交通安全施設
等整備事業

510百万円
2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会における大会関係
者や観客等の円滑な輸送の実現及び競技会場周辺等のバリアフ
リー化の推進に向けた交通安全施設等の整備事業を実施する。

サイバー攻撃の未然防止対策等
に要する経費

583百万円
2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会の安全を確保する
ため、必要な資機材等を整備し、サイバー攻撃の未然防止対策等
を実施する。

警備実施及び要人警護に要する
経費

1,297百万円
2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会における警備実施
及び要人警護に万全を期すため、必要な資機材や待機施設を整備
する。

2,300百万円
2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会期間中は、長期に
わたり、複数の競技会場等の警備対策に当たる必要があることか
ら、警察庁における指揮調整機能を強化する。

2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会関係予算（平成30年度当初予算）

2020年東京オリンピック・パラリン
ピック競技大会に伴って開設され
る無線局と既存無線局の周波数
共用に関する調査検討

370百万円

2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会においては、多種
多様な無線局の運用並びに通信需要の激増が予想される。
東京近郊の電波利用密集地域での周波数緩和及び無線局の混信
等を避けるため、異なる無線システム間のより柔軟かつ稠密な周波
数共同利用の効率的な実現に向けた技術的検討を実施する。

所管 事業名
30年度

予算（案）

2020年東京オリンピック・パラリン
ピック競技大会推進本部経費

576百万円

警察庁における指揮機能の強化
に要する経費

平成30年１月22日

内閣官房



事業の概要所管 事業名
30年度

予算（案）

総務省

文部科学省

文部科学省

文部科学省

文部科学省

文部科学省

文部科学省

文部科学省

2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会における日本代表
選手のメダル獲得に向けて、トップアスリートが、同一の活動拠点で
集中的・継続的にトレーニング・強化活動を行うため、パラリンピック
競技の使用を想定したナショナルトレーニングセンター（NTC）を整
備し、オリンピック競技とパラリンピック競技の共同利用化を図る。

2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会における日本代表
選手のメダル獲得に向けて、東京都北区西が丘にある国立スポー
ツ科学センター及びNTCから構成される「ハイパフォーマンスセン
ター」について、ハイパフォーマンスに関する情報収集・分析や競技
用具の開発等に係る機能強化を図るとともに、関係機関間の連携
を促すプラットフォームを整備し、我が国の国際競技力が中長期に
わたって向上していくための基盤を整備する。

2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会の開催国として、
世界の国々との交流・協力関係を築きながら、スポーツの価値をさ
らに高めようとする国際的な取組に貢献するため、スポーツを通じ
た国際協力及び交流、国際スポーツ人材育成拠点の構築、国際的
なアンチ・ドーピング推進の強化支援を柱とする「スポーツ・フォー・
トゥモロー」プログラムを推進するとともに、新たに、オリンピック・パ
ラリンピック・ムーブメントを日本全国へ波及させるための取組を実
施する。

1,167百万円

1,296百万円

2020年東京オリンピック・パラリン
ピック競技大会等の開催に向け
た消防・救急体制の構築

4百万円

ラグビーワールドカップ2019及び2020年東京オリンピック・パラリン
ピック競技大会の開催にあたり、競技会場等を管轄する消防本部
等を委員とした消防対策協議会を各競技大会において設置し、全
ての会場において万全な消防・救急体制を構築する。

9,600百万円

2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会における日本代表
選手のメダル獲得に向けて、各競技団体が行う日常的・継続的な
強化活動及び次世代アスリートの発掘・育成などの戦略的な強化
について、オリンピック競技とパラリンピック競技の一体的な支援を
実施する。

スポーツ・フォー・トゥモロー等
推進プログラム

競技力向上事業

ハイパフォーマンス・サポート事業

女性アスリートの育成・支援
プロジェクト

2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会における日本代表
選手のメダル獲得に向けて、ＮＴＣ（中核拠点）のみでは対応が困難
な冬季、海洋・水辺系、屋外系等のオリンピック競技、高地トレーニ
ング及びパラリンピック競技について、既存の施設を活用した事業
を実施する。

2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会における日本代表
選手のメダル獲得に向けて、女性アスリートの国際競技力の向上を
図るため、女性特有の課題の解決に向けた調査研究や医・科学サ
ポート等の支援プログラム、女性エリートコーチの育成プログラムを
実施する。

ハイパフォーマンスセンターの
基盤整備

ナショナルトレーニングセンター
競技別強化拠点施設活用事業

230百万円

2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会における日本代表
選手のメダル獲得に向けて、メダル獲得が期待されるスポーツを対
象に、多方面から専門的かつ高度な支援を戦略的・包括的に実施
する。

945百万円

912百万円

ナショナルトレーニングセンター
の拡充整備

3,647百万円



事業の概要所管 事業名
30年度

予算（案）

文部科学省

文部科学省

文部科学省

文部科学省

文部科学省

厚生労働省

厚生労働省

スポーツ国際展開基盤形成事業

296百万円

130百万円

国際的地位の向上を図るため、国際競技大会等の招致・開催、ス
ポーツ大臣会合の開催、スポーツを通じた国際交流・協力等の我が
国のスポーツ国際政策を統合的に展開する。また、各国内外の政
策や施策展開を調査研究するとともに、情報を収集・分析して共有・
活用する国際情報収集・分析拠点を形成し、戦略的に発信する基
盤を構築する。加えて、これらの基盤を活用し、国際競技連盟（IF）
役員等の選挙及び国際的な人材の育成を支援・推進する。

スポーツ研究イノベーション拠点
形成プロジェクト

81百万円

2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会における日本代表
選手のメダル獲得に向けて、スポーツに関する独創的で革新的な
研究や、地域・組織の特性を最大限に生かした斬新な研究につい
て、次世代の中核を担う優秀な若手研究者の育成への取組を含め
て行う機関を「スポーツ研究イノベーション拠点」として指定する。

ドーピング防止活動推進事業

フェアプレーに徹するアスリートを守り、競技大会における公正性を
確保するために、ドーピング防止に関する教育・研修及び研究活動
を実施する。特に2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会
に向けて、ドーピング検査員の新規資格取得者の増加や国際競技
大会に対応できる検査員の育成に取り組む。

2020年東京オリンピック・パラリン
ピック競技大会に係る建設需要に
対応した労働災害防止対策

72百万円

11百万円

日本障がい者スポーツ協会補助 52百万円

113百万円

2020年東京オリンピック競技大会における日本代表選手のメダル
獲得に向けて、各競技において日本人の国際審判員や記録測定な
どで競技に直接関わるスタッフを増やすことにより、日本代表選手
の競技環境を向上させる、国際審判員等養成プログラムなどに取り
組む。

日本オリンピック委員会補助

2020年東京パラリンピック競技大会における日本代表選手のメダ
ル獲得に向けて、国際競技力の向上に資する情報収集・提供や
ドーピング防止活動の推進などに取り組む。

2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会の成功のために
は、大会施設の整備やインフラ整備、再開発等の各種建設工事
が、安全かつ着実に実施される必要があるが、こうした建設投資の
増大に対し、現場の作業に習熟した労働者の不足も懸念され、更な
る安全衛生管理の徹底が求められる。
このため、これらの各種建設工事において、労働災害の増加を招く
ことがないよう新規入職者等の経験が浅い工事従事者への安全衛
生教育や、各種建設工事現場を巡回し安全な作業方法等について
専門技術的な立場で助言指導を行う。

2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会に向けた救急医療
提供体制の整備を図るため、爆発物や、銃器、刃物などの外的要
因による創傷（切創、銃創、爆創等）により生じた外傷治療を担う外
科医等を育成し、負傷者への医療提供体制の整備を図る。

外傷外科医養成研修事業



事業の概要所管 事業名
30年度

予算（案）

厚生労働省

農林水産省

環境省

環境省

環境省

「化学テロリズム対策についての提言」（厚生科学審議会健康危機
管理部会、平成26年7月）において、解毒剤の備蓄など化学テロに
ついての対応強化の必要性が指摘されたこと等を踏まえ、備蓄を
進めており、東京大会等に向けて、有事の際に適切に対応できるよ
う備蓄の増強を行うもの。

化学災害・テロ対応医薬品備蓄
等事業

熱中症対策推進事業（2020年東
京オリンピックに向けた熱中症に
関する普及啓発事業）

オリンピック・パラリンピック暑熱
環境測定事業

5百万円
2020年オリンピック・パラリンピッ
ク東京大会を契機とする３Ｒ推進
事業

28,053百万円

152百万円

訪日外国人等に対し、熱中症の意識調査や水分補給の重要性を
伝えるための活動を行うことで、訪日外国人等に対する熱中症の普
及啓発手法を検討し実施する。

7百万円

計

2020年東京オリンピック･パラリンピック競技大会において廃棄物分
別ボランティアやリユース容器等の利用を促進する人材として活躍
し、その後は国内各地において持続的に３Ｒを進められる人材を育
成することを目的として、３カ年計画で全国各地の青少年層に提供
する３Ｒ人材育成プログラムを作成・運用する。

2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会の主要競技会場
周辺等を対象に気温、湿度等を実測調査し、会場周辺地区の暑さ
指数の推計手法を確立する。得られたデータを関係機関の暑さ対
策検討や、大会期間の熱中症予防情報の発信等に活用する。

30百万円

2020年東京オリンピック・パラリン
ピック競技大会馬術競技場にお
ける衛生管理事業委託費

11百万円

2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会における馬術競技
に際し、馬ピロプラズマ病の我が国への侵入及び競技出場馬への
まん延を防止して競技の円滑な実施に資するため、馬術競技場及
びその周辺におけるダニの生息調査を実施するとともに、生息調査
の結果に基づくダニの追加的駆除及び駆除効果の測定を行うこと
により、馬術競技場及びその周辺における清浄性を確保する。
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